
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 61,214,758 ※ 固定負債 15,832,644

有形固定資産 56,503,569 ※ 地方債等 13,626,615
事業用資産 29,784,196 長期未払金 0

土地 2,327,207 退職手当引当金 1,512,649
立木竹 14,378,562 損失補償等引当金 0
建物 25,656,116 その他 693,380
建物減価償却累計額 △ 13,634,297 流動負債 1,552,720 ※

工作物 1,807,463 1年内償還予定地方債等 1,334,879
工作物減価償却累計額 △ 919,435 未払金 49,483
船舶 - 未払費用 0
船舶減価償却累計額 - 前受金 31
浮標等 - 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 143,785
航空機 - 預り金 18,175
航空機減価償却累計額 - その他 6,366
その他 0 17,385,364
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 168,580 固定資産等形成分 64,134,289

インフラ資産 26,014,572 ※ 余剰分（不足分） △ 16,716,849
土地 1,094,642
建物 1,582,106
建物減価償却累計額 △ 738,545
工作物 70,552,886
工作物減価償却累計額 △ 46,845,192
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 368,676

物品 2,787,827
物品減価償却累計額 △ 2,083,026

無形固定資産 10,116 ※

ソフトウェア 9,901
その他 216

投資その他の資産 4,701,072
投資及び出資金 59,622

有価証券 1,380
出資金 58,242
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 20,237
長期貸付金 195,803
基金 3,162,227

減債基金 0
その他 3,162,227

その他 1,263,941
徴収不能引当金 △ 758

流動資産 3,588,047 ※

現金預金 561,847
未収金 100,121
短期貸付金 48,976
基金 2,870,556 ※

財政調整基金 1,927,456
減債基金 943,099

棚卸資産 7,326
その他 100
徴収不能引当金 △ 879

繰延資産 0 47,417,440
64,802,804 ※ 64,802,804

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：千円）

経常費用 12,019,042 ※

業務費用 7,343,934 ※

人件費 2,236,734 ※

職員給与費 1,979,210
賞与等引当金繰入額 143,785
退職手当引当金繰入額 0
その他 113,740

物件費等 4,866,989
物件費 2,236,776
維持補修費 331,771
減価償却費 2,298,442
その他 0

その他の業務費用 240,211
支払利息 108,432
徴収不能引当金繰入額 399
その他 131,380

移転費用 4,675,108
補助金等 4,246,542
社会保障給付 423,695
他会計への繰出金 0
その他 4,871

経常収益 1,464,424 ※

使用料及び手数料 356,200
その他 1,108,225

純経常行政コスト 10,554,618
臨時損失 40,890

災害復旧事業費 36,639
資産除売却損 651
投資損失引当金繰入額 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 3,600

臨時利益 99,119
資産売却益 99,119
その他 0

純行政コスト 10,496,389

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 51,040,860 67,186,868 △ 16,146,008

純行政コスト（△） △ 10,496,389 △ 10,496,389

財源 9,094,235 9,094,235

税収等 6,873,336 6,873,336

国県等補助金 2,220,899 2,220,899

本年度差額 △ 1,402,154 △ 1,402,154

固定資産等の変動（内部変動） △ 831,314 ※ 831,314 ※

有形固定資産等の増加 2,260,021 △ 2,260,021

有形固定資産等の減少 △ 2,451,849 2,451,849

貸付金・基金等の増加 90,550 △ 90,550

貸付金・基金等の減少 △ 730,035 730,035

資産評価差額 0 0

無償所管換等 284,778 284,778

その他 △ 2,506,043 △ 2,506,043 -

本年度純資産変動額 △ 3,623,419 △ 3,052,579 △ 570,841 ※

本年度末純資産残高 47,417,440 64,134,289 △ 16,716,849

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 9,876,975

業務費用支出 5,201,868 ※

人件費支出 2,159,068
物件費等支出 2,583,112
支払利息支出 108,432
その他の支出 351,255

移転費用支出 4,675,108
補助金等支出 4,246,542
社会保障給付支出 423,695
他会計への繰出支出 0
その他の支出 4,871

業務収入 10,220,989 ※

税収等収入 7,013,829
国県等補助金収入 1,766,485
使用料及び手数料収入 368,009
その他の収入 1,072,667

臨時支出 36,639
災害復旧事業費支出 36,639
その他の支出 0

臨時収入 0
業務活動収支 307,375
【投資活動収支】

投資活動支出 2,550,511
公共施設等整備費支出 2,200,097
基金積立金支出 98,050
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 252,364
その他の支出 0

投資活動収入 1,601,610
国県等補助金収入 443,035
基金取崩収入 810,049
貸付金元金回収収入 237,937
資産売却収入 99,119
その他の収入 11,470

投資活動収支 △ 948,900 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 1,299,894

地方債償還支出 1,299,894
その他の支出 0

財務活動収入 1,918,358
地方債発行収入 1,918,358
その他の収入 0

財務活動収支 618,464
△ 23,061

566,733
543,672

前年度末歳計外現金残高 18,026
本年度歳計外現金増減額 150
本年度末歳計外現金残高 18,175 ※

本年度末現金預金残高 561,847

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



注　記注　記注　記注　記

１．重要な会計方針
(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①   有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア   昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。
　イ   昭和 60 年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。
②   無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法
①   満期保有目的以外の有価証券
  　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価
②   出資金
  　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品は、低価法による。

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法
①   有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　建物　　　　　７年～５０年
　　工作物　　　　７年～６０年
　　物品　　　　　２年～２０年
②   無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法に
よっています。）

(5) 引当金の計上基準及び算定方法
①   徴収不能引当金
　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい
ます。
　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上
しています。

②   退職手当引当金
　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当と
して支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当町へ按
分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

③   賞与等引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6) 全体資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払
いを含んでいます。

(7) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２．重要な会計方針の変更等
該当ありません。

３．重要な後発事象
該当ありません。



４．偶発債務
該当ありません。

５．追加情報
(1)  連結対象団体（会計）

一般会計等　 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
一般会計等　 足寄都市計画足寄市街地区土地区画整理事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 簡易水道特別会計　　　　　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
公営企業会計 公共下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
公営企業会計 介護サービス事業特別会計　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
公営企業会計 上水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
公営企業会計 国民健康保険病院事業会計　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
その他　　　 国民健康保険事業特別会計　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
その他　　　 介護保険特別会計　　　　　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結
その他　　　 後期高齢者医療特別会計　　　　　　　　　　　　　 ： 全部連結

(2)  出納整理期間
　地方自治法第２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）にお
いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会
計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し
たものとして調整しています。

(3)  表示単位未満の取扱い
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。


